
Ａ
（単位：
円）

Ｂ１ Ｂ２

交付金
充当経費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、
⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、
⑩）

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

 176,951,485  151,616,000  3,000,000  -  -  81,486,000  63,420,000  3,710,000 25,335,485 

1

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金【低所
得者世帯給
付金】

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

－ 63,420,000 63,420,000 63,420,000 

①コロナ禍において食費等の物価高騰の影響を特に受けて損
害を受けた低所得世帯を見舞う観点から、令和５年度分の住民
税非課税世帯に該当する世帯に対し、給付金を支給する。
②低所得世帯への給付金　１世帯あたり　30,000円
③給付金総額
　2,114世帯×30,000円＝63,420,000円
④令和５年度において大子町住民基本台帳に記録されている者
・世帯全員が住民税（均等割）非課税世帯

R5.6.1 R5.12.31 対象世帯2,590世帯へ100％支給

2,255世帯中、
申請のあった
2,114世帯に
100％支給

2

電力・ガ
ス・食料品
等価格高騰
重点支援給
付金（事務
費）

○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者

等への支援

－ 3,725,440 3,710,000 3,710,000 15,440 

①コロナ禍において食費等の物価高騰の影響を特に受けて損
害を受けた低所得世帯を見舞う観点から、令和５年度分の住民
税非課税世帯に該当する世帯に対し、給付金を支給する。
②低所得世帯への給付金に係る事務費、当該事業実施に伴う
申請、受付、システム入力等業務従事のための会計年度任用職
員人件費
③【事務費】3,308,093円
（内訳）会計年度任用職員報酬1,537,388円、消耗品費101,435
円、印刷製本費38,500円、郵便料544,494円、手数料178,640
円、委託料907,636円
④令和５年度において大子町住民基本台帳に記録されている者
・世帯全員が住民税（均等割）非課税世帯

R5.6.1 R5.12.31 対象世帯2,590世帯へ100％支給

2,255世帯中、
申請のあった
2,114世帯に
100％支給

7
地区管理防
犯灯電気料
金支援

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

2,723,224 2,270,000 - 2,270,000 453,224 

①自治組織が所有し維持管理する地区防犯灯に要する電気料
金について、コロナ禍におけるエネルギー価格高騰に対する電
気料金を補助することにより、自治組織の経済的な負担軽減及
び防犯力の維持に対する支援を行う。
②防犯灯1基あたり1,300円
電気料金価格高騰支援　自治組織実績支払額
③1,300円×654基＝850,200円
電気料金価格高騰支援＝1,871,324円
④各行政区、各町内会、防犯協会各支部、各地区連絡班等　全
47地区

R5.4.1 R6.3.31 地区管理防犯灯全654基分に対し
補助を実施

47地区、対象
基数653基に
補助を実施

8

燃料費高騰
対策事業者
支援金（障
がい者福祉
施設）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

1,030,000 1,000,000 - 1,000,000 30,000 

①コロナ禍において燃料費高騰による経営への影響を受けてい
る町内民間経営の障がい者福祉施設に対し支援金を交付し、町
内事業者の負担軽減を図る。
②支援金　1施設あたり上限25万円、関連施設上限10万円
③3施設 410千円、5施設 620千円
合計　1,030千円
④町内に営業所を有する障がい者福祉施設

R5.7.14 R6.1.20 町内全9事業所へ支給

6事業所からの
申請があり、障
がい者福祉施
設の負担軽減
につながった。

9

燃料費高騰
対策事業者
支援金（介
護福祉施
設）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

1,490,000 1,460,000 - 1,460,000 30,000 

①コロナ禍において燃料費高騰による経営への影響を受けてい
る町内民間経営の介護福祉施設に対し支援金を交付し、町内事
業者の負担軽減を図る。
②支援金　1施設あたり上限25万円、関連施設上限10万円
③法人　4施設×250千円＝1,000千円
　関連施設　4施設×100千円＝400千円、1施設×90千円＝90
千円
合計　1,490千円
④町内に営業所を有する介護福祉施設

R5.7.20 R6.3.31 申請件数10施設

9事業所からの
申請があり、介
護福祉施設の
負担軽減につ
ながった。

10

燃料費高騰
対策事業者
支援金（児
童福祉施
設）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

200,000 170,000 - 170,000 30,000 

①コロナ禍において燃料費高騰による経営への影響を受けてい
る町内民間経営の児童福祉施設に対し支援金を交付し、町内事
業者の負担軽減を図る。
②支援金　1施設あたり上限25万円、関連施設上限10万円
③2施設×100千円＝200千円
④町内に営業所を有する児童福祉施設

R5.7.14 R6.1.20 町内全2事業所へ支給

2事業所からの
申請があり、児
童福祉施設の
負担軽減につ
ながった。

11

燃料費高騰
事業者支援
金（医療機
関等）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

⑤医療・介護・
保育施設、学
校施設、公衆
浴場等に対す
る物価高騰対

策支援

2,400,000 2,200,000 - 2,200,000 200,000 

①コロナ禍において燃料費等の高騰による経営への影響を受け
ている町内民間経営の医療機関等に対し支援金を交付し、町内
事業者の負担軽減を図る。
町民への医療提供体制の維持が見込まれる。
②医療機関、歯科、薬局、鍼灸・整骨院それぞれの燃料費に、
物価上昇率を乗じて算出した金額（250,000円上限）を支払う。
③医療機関　6事業所×250千円＝1,500千円
　歯科　5事業所×100千円＝500千円、
　薬局・鍼灸　10事業所×60千円＝600千円　合計　2,600千円
④町内医療機関、歯科、薬局、鍼灸・整骨院　21事業所

R5.7.18 R5.9.13

燃料費高騰による経営への影響
を受けている医療機関等２１事業
所に対し燃料費高騰分の支援を
行う。

19事業所から
の申請があり、
医療機関等の
費用負担軽減
につながった。

12

燃料費高騰
対策事業者
支援金（中
小企業等）

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

⑦中小企業等
に対するエネ
ルギー価格高
騰対策支援

38,641,000 24,030,000 - 24,030,000 14,611,000 

①コロナ禍においてエネルギー価格高騰等により経営への影響
を受けている町内の中小企業者等に対し支援金を交付し、町内
事業者の負担軽減を図る。
②支援上限金　法人25万円、個人事業主5万円
③法人（上限額）110社×250,000円＝ 27,500,000円
　法人（上限額未満）21社×134,476円＝2,823,996円
　法人（2施設目）20社×100,000円＝2,000,000円
　個人事業主（上限額）146社×50,000円＝7,300,000円
　個人事業主（上限額未満）15社×25,067円-1円＝ 376,004円
　合計　 40,000,000円
④町内に営業所を有する中小企業者等

R5.8.1 R6.1.18 申請件数312社

293件の申請
があり、コロナ
禍での燃料費
高騰等の影響
を受けている
町内中小企業
者の負担軽減
に寄与した。

13 しあわせ＋
商品券事業

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策

③消費下支え
等を通じた生

活者支援
56,398,221 50,356,000 - 50,356,000 6,042,221 

①コロナ禍におけるエネルギー価格・物価高騰に直面し、生活
必需品等の負担増加など、家計に大きく影響を受けている町民
の生活支援及び町内事業者を支援することを目的として、地域
経済応援事業により大子町商工会に委託して「大子町しあわせ+
商品券」を発行する。
②郵便料、委託料
③役務費　通信運搬費　郵便料　1,707千円
　7,000世帯×231円＝1,617,000円
　300世帯×297円＝89,100円
委託料　委託料　しあわせ＋商品券事業　57,142千円
　商品券換金額　15,500人×3,000円＝46,500,000円
　事業社上乗せ支援額　46,500,000円×0.1＝4,650,000円
　事務費一式　5,991,692円
総事業費　58,849千円
④町民、町内事業者

R5.6.9 R6.3.18 商品券換金率95％

商品券換金率
97.91％となり
目標（95％）を
達成した。コロ
ナ禍における
原油価格・物
価高騰に直面
し、生活必需品
等の負担増加
等家計に大きく
影響を受けて
いる町民の生
活支援、及び
町内事業者支
援に寄与した。

14
特産農産物
作付支援事
業

○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
－ 6,923,600 3,000,000 3,000,000 - 3,923,600 

①新型コロナウイルス感染拡大の影響や原油価格・物価高騰の
影響による作付け意欲の減退が懸念されることから、作付面積
に応じた支援金を生産者団体を通して給付し作付意欲の減退を
低減する。
②生産者団体が実施する、当該年度の作付面積に応じた支援
金を給付する事業に要する費用を補助する。
③奥久慈茶作付支援事業分　@6千円/10a×30ha＝1,800千円
果樹作付支援事業分(桃、ぶどう)　@6千円/10a×5ha＝300千円
奥久慈りんご作付支援事業分　@6千円/10a×60ha＝3,600千円
奥久慈大子蒟蒻作付支援分　@6千円/10a×20ha＝1,200千円
野菜等作付支援事業分　@6千円/10a×10ha＝600千円
④生産者

R5.4.1 R6.3.31 申請150件 申請140件

事業の概要(実施計画)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ Ｄ
Ｂ３

成 果
事業
始期

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業

Ｎｏ
交付対象事
業の名称

Ｂ４

経済対策との関係
総事業費
（実績値）

事業
終期

コロナ感
染症への
対応とし
て必要な
事業

種類


